
 
行政機関による法令適用事前確認手続の実施状況調査結果 

 
 
第１ 調査の趣旨等 
 
１ 調査の趣旨 
  「行政機関による法令適用事前確認手続」は民間企業等がある行為を行うに際し、

法令に抵触するかどうかについての予見可能性を高めるため、当該行為について特定の

法令の規定との関係を事前に照会できるようにするとともに、行政の公正性を確保し、

透明性の向上を図るため、当該照会内容と行政機関の回答を公表しようとするものであ

る。 
本手続については、平成１２年１２月に閣議決定された「経済構造の変革と創造の

ための行動計画」において、「日本版ノーアクションレター制度」の導入へ向けた検

討を進めることとし、これを踏まえた「行政機関による法令適用事前確認手続の導入

について」（平成 13 年３月 27 日閣議決定）によりその指針を定めたところである。 

指針に基づき、「各府省は、ＩＴ・金融等新規産業や新商品・サービスの創出が活

発に行われる分野については、導入についての検討を早急に進め、平成 13 年度中の

可能な限り早期に実施するものとする」こととしている、また、「本手続が適切に実

施されるよう、総務省は各府省における実施状況をフォローアップし、公表する」こ

ととされている。 

また、「規制改革推進３か年計画（改定）」（平成 14 年３月 29 日閣議決定）におい

ても、「同手続が適切に実施されるよう、総務省はその実施状況をフォローアップし、

公表する。」こととされている。 

これらの閣議決定に基づき、総務省において、13 年度末現在における行政機関に

よる法令適用事前確認手続の実施状況の調査を行い、今回その結果を取りまとめて公

表したところである。 

 

 

２ 調査対象項目 

 (1) 法令適用事前確認手続の導入状況 

(2) 行政機関による法令適用事前確認手続による照会・回答内容の公表を行った事案 

 

 

 

 

 

 



第２ 調査結果 

 

  行政機関による法令適用事前確認手続について、各府省における平成 13 年度末

現在の実施状況を総務省において取りまとめた結果は次のとおり。 

 

１ 法令適用事前確認手続の導入状況 

「行政機関による法令適用事前確認手続について」（平成 13 年３月 27 日閣議決定）

においては、「ＩＴ・金融等新規産業や新商品・サービスの創出が活発に行われる分

野については、導入についての検討を早急に進め、平成 13 年度中の可能な限り早期

に実施するものとする」とされており、この閣議決定に定める対象法令の分野に係る

所管法令を有する 11 省庁については、細則、規則等（別添資料１参照）を定め、表

１のとおり平成 13 年度末までに手続を導入している。 

 

表１ 法令適用事前確認手続の導入状況 

府省名 閣議決定に定

める対象分野

に係る所管法

令の有無 

手続導入の有無 手続の運用開始時期 

人事院 無 無  

内閣府 無 無  

宮内庁 無 無  

警察庁 有 有 平成 14 年 3 月１日 

防衛庁 無 無  

金融庁 有 有 平成 13 年７月 16 日 

総務省 有 有 平成 13 年８月 31 日 

公正取引委員会 有 有 平成 13 年 10 月１日 

公害等調整委員会 無 無  

法務省 有 有 平成 14 年３月 27 日 

外務省 無 ※ （平成14年３月26日に

規則を制定） 

財務省 無 無  

文部科学省 有 有 平成 14 年３月 29 日 

厚生労働省 有 有 平成 14 年３月 29 日 

農林水産省 有 有 平成 14 年３月 29 日 

経済産業省 有 有 平成 13 年６月１日 

国土交通省 有 有 平成 14 年３月 29 日 



環境省 有 有 平成 14 年３月 29 日 

※外務省は平成 13 年度末時点で本手続を適用すべき法令条項はないが、将来処分

等が導入される可能性を考慮して規則の整備を行っている。 

 

 また、「行政機関による法令適用事前確認手続について」（平成 13 年３月 27 日閣議

決定）においては、上記対象法令分野以外について、「各府省の判断により、その他

の分野に係る法令を対象とすることを妨げるものではない。」とされている。 

法令適用事前確認手続を導入している各省庁は、表２のとおり閣議決定対象分野に

限らず、対象法令を定めている。（具体の対象法令は別添資料２参照）。 

 

表２ 各省庁における手続対象法令分野の考え方 

府省名 手続対象法令分野の考え方 

警察庁 法令適用事前確認手続の趣旨にかんがみ、「ＩＴ・金融等新規産業や新

商品・サービスの創出が活発に行われる分野」に限定していない。 

金融庁 所管法令のうち、民間企業等の実現しようとする自己の事業活動に係る

具体的行為が、特定の法令の規定の適用対象になるかどうかをあらかじめ

金融庁に確認し、金融庁が回答を行うとともに、当該回答を公表するとの

趣旨に該当するものとして、金融庁のホームページで公表されるもの 

総務省 手続の運用開始当初から、対象範囲を「対象法令の分野」に限定するこ

となく、「対象法令（条項）の範囲」を踏まえて、所管法令を広く対象と

している。 

公正取引

委員会 

公正取引委員会が所管する法律（独占禁止法，下請法及び景品表示法）

について，すべての事業者や事業者団体が行おうとする具体的な行為が，

法律の規定に照らして問題がないかどうかの相談に応じるため，特定の分

野を対象とはしていない。 

法務省 民間事業者がある行為を行うに際し、法令に抵触するかどうかの予見可

能性を高めるとともに、行政の公正性を確保し、透明性の向上を図るため、

「ＩＴ・金融等新規産業や新商品・サービスの創出が活発に行われる分野」

に限定していない。 

文部科学

省 

経済財政諮問会議の専門調査会緊急報告（平成１３年５月）における提

言等を踏まえ、分野を限定することなく、本制度の趣旨に合致する法令に

ついては広く対象とすることとした。 

厚生労働

省 

民間企業等の予測可能性を高めるとともに、行政の公正性の確保、透明

性の向上を図る観点から、厚生労働省の所管する法令について、対象分野

を限定することなく、本手続を導入することとした。 

農林水産

省 

行政機関による法令適用事前確認手続を導入する対象法令について、対

象法令の分野をあらかじめ限定することなく、農林水産省における法令適

用事前確認手続に関する規則（平成 14 年農林水産省訓令第４号）第３条

に定める法令を対象としている。 

経済産業

省 

どのような部分において、民間事業が活発に行われるかを行政が予断を

もって、決めることはできないことから、ＩＴ・金融分野等の分野に特定

することなく所管する法令を全て対象としている。 



国土交通

省 

国民からのあらゆる要望に応じるため、閣議決定に定める「対象法令の

分野」に限定せず、国土交通省が所管する法令について幅広く手続を導入

している。 

環境省 新規産業や新商品・サービスの創出が活発に行われる分野に係る法令を

一義的に判断することは困難であるため、環境省所管法令を幅広く対象と

した。 

 

 

２ 行政機関による法令適用事前確認手続による照会・回答及び公表状況 

  閣議決定においては、「各府省は、原則として、照会者からの照会書が照会窓口に

到達してから 30 日以内（具体的回答期間は、各府省が細則で定める。）に、照会者に

対する回答を行うものとする。ただし、各府省は、慎重な判断を要する場合、担当部

局の事務処理能力を超える多数の照会により業務に著しい支障が生じる場合等合理

的な場合には、30日を超える回答期間を細則で定めることができる。」とされている。 

  また、公表時期については、「照会者名並びに照会及び回答内容は、原則として回

答を行ってから 30 日以内に公表するものとする。」とされている。 

  平成 13 年度中に法令適用事前確認手続による照会があり、その照会に対して回答

し公表までに至った事案をみると、13 年度末近くに手続を導入した省庁が多かった

こともあり、表２のとおり３省庁９件となっており、照会から回答までの期間は平均

40.8 日（うち補正に要した平均日数 16．9 日であり、補正に要した日数を除いた照

会から回答までの期間は平均 23．9 日）、回答から公表までの期間は平均 12.6 日とな

っている。 

 

表３ 法令適用事前確認手続による照会・回答及び公表状況 

府省名 照会年月
日 

回答年月
日 

照会から回
答までの日
数（うち補正
に要した日
数） 

回答から公
表までの期
間 

照会・回答内容の公表
を行った事案 

金融庁 

( 計 １

件) 

H13.9.3 H13.10.28 55（25） 3 貸金業の規制等に関す

る法律第２条の「貸金

業」への該当 

H13.10.1 H13.12.27 87（70） ※２  77 独占禁止法上の問題の

有無 

H13.10.11 H13.11.22 42（13） 0 下請代金支払遅延等防

止法第３条の書面の記

載事項等に関する規則

に関する照会 

公正取

引委員

会 

( 計 ４

件) 

H13.11.21 H13.12.27 36（14） 0 景品表示法への抵触 



H14.2.22 H14.3.29 35（７） 0 景品表示法への抵触 

H13.8.23 H13.10.11 49（０） 1 電気事業法第17条１項

及び２項に関する照会

H13.11.21 H13.12.4 13（０） 1 電気事業法第９条第１

項及び２項に関する照

会 

H13.7.5 H13.8.3 28(15) 31 電気用品安全法第３条

に関する照会 

経済産

業省 

（計４

件） 

H13.11.5 H13.11.27 22(８) 1 消費生活用製品安全法

第６条に関する照会 

※１ 各照会・回答及び公表事例の詳細については参考資料参照。 

※２ 照会者からの公表延期の希望を受け、公表を延期したもの。 

 

 














































